
凡例

◎一般会計 　　
事業名

款 項 目 P 事業内容
国・県
支出金

地方債
その他

特定財源
一般財源

例規整備事業

2,200 2,200

職員活性化プロジェクト

800 800

自治体DX推進事業（標準化・オンライン化）

11,507 6,111 5,396

自治体DX推進事業（DX計画・活用）

825 825

コンビニ交付事業（税証明）

6,894 6,894

地方税統一QRコード納付事業

4,934 4,934

軽自動車OSS・JNKSシステム

1,788 1,788

団員報酬の見直し

8,934 8,934

旧第5分団詰所解体工事

7,300 7,300

防災センター建設事業

19,000 19,000 0

緊防債

浸水想定区域排水計画策定業務

5,000 5,000

拠点避難地整備事業

53,000 53,000 0

緊防債

バス対策総務費

37,220 104 37,116

企業誘致（西洗馬原工業団地）

0 0

定住促進事業（UIJターン移住支援）

1,600 800 800

協働のむらづくり

107 107

50 国が主導する、令和７年度を目標とした全国規模のクラウド構築に
より、住民がマイナンバーカードのメリットを最大限享受できるよ
う行政手続きのオンライン化を進める。

総
務
課

4 - 3 2 1 14 52 自治体DXを推進していくために必要となる、推進計画の策定。およ
び住民に向けたDX推進講座を開催し、普及促進を図る。

1 56 各種税証明をコンビニエンスストアで交付できるよう、インフラ整
備を行うことで、住民の利便性の向上と住民向けのDX推進を図る。

2 1

総
務
課

4 - 3 2 1 12

令和４年度当初予算　主な事業一覧
（単位：千円）

主
管
課

基
本
戦
略

重
点
目
標

主
要
施
策

予算書 　事業費

40 令和３年度より３か年計画として取り組んでいる「朝日村フュー
チャーデザイン」の実施。

2 1 1

1 40 定年延長制度・個人情報保護法（新法）に基づく施行法令への移行
に備えた例規整備事業。

総
務
課

4 - 3

総
務
課

4 - 3

4 - 3 2 2

総
務
課

4 - 3 2 2

総
務
課

2 56 地方税共通納税機構を介した納税税目を拡大し、新たにQRコード納
付、コンビニ納付、クレジットカード納付をかのうにすることで、
住民サービスの向上を図る。

2 56 自動車保有関係手続のワンストップサービスの導入より、オンライ
ンでの各種手続きを可能とし、継続検査時の軽自動車税種別割納付
情報の照会回答をオンライン化する。

総
務
課

3 6 3 9 1 3

総
務
課

4 - 3 2 2

114 国の指標に基づき、朝日村周辺の３市５村との調整を実施。年額報
酬および出動手当の見直しを行う。

総
務
課

3 6 3 9 1 3 116 近隣住民の安心、安全を確保するため、耐震が不足している旧詰所
を解体する。

総
務
課

3 6 3 9 1 4 116 鎖側右岸における防災拠点を確保するため、拠点施設整備を実施す
る。

4 116 奈良井川改良事務所より示された浸水想定エリアに基づき、被害が
想定される新田下住宅エリアの排水対策を決定、令和5年度以降に
実施する計画を策定する。

企
画
財
政
課

3 6 3 9 1 4

総
務
課

3 6 3 9 1

116
旧役場庁舎跡地を活用し、拠点避難地を整備する

企
画
財
政
課

3 7 2 2 1 11 50 松本市・山形村と連携し、「松本市地域公共交通協議会」を組織、
村営バス広丘線・デマンドタクシーくるりん号、買い物バスを運行
し公共交通のさらなる充実を図る

企
画
財
政
課

4 - 1 2 1 6 46 協働のむらづくり推進のため、外部講師に依頼し、「協働・むらづ
くり」に関心のある団体・個人とともに地域ワークに取り組むこと
で、地域への浸透・拡散を図る。

企
画
財
政
課

2 3 3 - - - - 西洗馬原（工業団地予定地）の整備について、令和５年３月に国営
事業実施後の制限が解除されることから、地元説明ならびに予定地
整備のための準備を実施

企
画
財
政
課

1 2 1 2 1 6 46 令和３年度実施の地方創生テレワーク交付金によるテレワーク施設
の活用のため、移住検討者に対する補助を実施し、施設活性化およ
び移住者の増加を図る

重 新 拡 縮建重点ﾃｰﾏ 新規事業 建設事業 拡大事業 縮小事業

新

新

新

建

新

新

新

建

新

新

新 重

重

重

重

重

重

重

重

新

建



凡例

◎一般会計 　　
事業名

款 項 目 P 事業内容
国・県
支出金

地方債
その他

特定財源
一般財源

令和４年度当初予算　主な事業一覧
（単位：千円）

主
管
課

基
本
戦
略

重
点
目
標

主
要
施
策

予算書 　事業費

重 新 拡 縮建重点ﾃｰﾏ 新規事業 建設事業 拡大事業 縮小事業

コンビニ交付事業（戸籍関係）

28,462 28,462

マイナンバーカード普及促進事業

4,452 4,452 0

マイナンバー制度に基づく戸籍システム情報連携事業

7,774 7,774 0

障がい者の地域生活支援事業

140,153 102,043 38,110

福祉医療給付事業

33,073 10,919 22,154

朝日健幸ポイント事業

1,631 1,304 16 311

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

429 429 0

新型コロナウイルスワクチン接種事業

23,302 22,657 645 0

ごみの適正処理事業

40,100 164 39,936

新エネルギー普及促進事業

2,200 2,200

省エネ家電製品普及促進事業

150 150

農業用水路長寿命化・防災減災事業

2,600 2,184 416

県営中山間地域総合整備事業

19,875 13,500 6,375

辺地・公共事業等

農地中間管理機構関連農地整備事業

2,500 2,200 300

公共事業等債

地籍調査事業

2,790 1,500 1,290

空き家等対策事業

5,090 5,090

住
民
福
祉
課

3 6 1 4 1 3 86 健康づくりの取り組み（講座・健診等）にポイントを付与すること
で、個人の健康づくりの取り組み意欲を高め、健康長寿を目指す。

建
設
環
境
課

3 7 5 4 3 1 90 太陽光発電システムの設置者に補助金を交付することで、再生可能
エネルギーの普及を促進し、温暖化防止、自然環境の保全を推進す
る。

1 58 住民票や戸籍関係の証明書をコンビニエンスストアで交付できるよ
う、インフラ整備を行うことで、住民の利便性の向上と住民向けの
DX推進を図る。

住
民
福
祉
課

4 - 3 2 3 1

住
民
福
祉
課

4 - 3 2 3

令和６年度からのマイナンバー制度に基づく戸籍システム情報連携
による運用化に向け、５年計画でシステム構築を行う。

58 令和４年度末までにマイナンバーカード交付率を100％にする国の
目標に向け、取り組みを強化する。

住
民
福
祉
課

4 - 3 2 3 1 58

3 70 障がい者の地域生活を支援するため、障がい者自立支援給付・障が
い児のサービス給付と相談支援・日常支援の地域生活支援事業を行
う。

住
民
福
祉
課

1 1 1 3 1 3

住
民
福
祉
課

2 5 2 3 1

70 支援対象者（乳幼児～高校卒業までの児童・障がい者・母子父子家
庭等・妊産婦）の医療費助成を通じて、経済的支援を行う。

住
民
福
祉
課

3 6 1 4 1 3 86 後期高齢者の自立した生活が維持できる期間の延伸、QOLの維持向
上を図る。

3 86 新型コロナウイルス感染症の感染・重症化予防のためのブースター
（３回目）接種事業。

建
設
環
境
課

3 7 5 4 2 1

住
民
福
祉
課

3 6 1 4 1

88 ごみの資源化を推進し、排出量を減らすことにより、焼却灰の減少
につなげ、松塩地区広域施設組合の負担金ならびに塩尻市事務委託
経費を節減する。

建
設
環
境
課

2 3 1 6 1 5 96 山間地で増えている耕作放棄地、遊休農地を解消し、大型機械によ
る生産性の向上、担い手農家の農地の安定的な確保、市場競争力の
向上を図る。

建
設
環
境
課

2 3 1 6 1 5 96
同上

建
設
環
境
課

3 7 3 6 1 5 98 土地に係るトラブルの防止、土地取引の円滑化、災害復旧、課税の
適正化、公共工事の円滑化を図るため、土地の状況を正確に把握す
る地籍調査を実施する。

建
設
環
境
課

3 7 5 8 1 1 108
関係法令に基づく計画を策定し、村民の生活環境の保全を図る。

5 96 曽倉沢のため池について、今後、農業用水の貯水池として利用され
る見込みがなく、決壊による被害を防止するため、廃止工事により
貯留機能を喪失させる。

建
設
環
境
課

3 7

建
設
環
境
課

2 3 1 6 1

5 4 3 1 90 ゼロカーボンの推進
古い電化製品から省エネ電化製品への買換えによる普及促進を図る
ことにより地球温暖化を防止する取組を行う。

新

建

新

新

重

重

重

重

重

重

重



凡例

◎一般会計 　　
事業名

款 項 目 P 事業内容
国・県
支出金

地方債
その他

特定財源
一般財源

令和４年度当初予算　主な事業一覧
（単位：千円）

主
管
課

基
本
戦
略

重
点
目
標

主
要
施
策

予算書 　事業費

重 新 拡 縮建重点ﾃｰﾏ 新規事業 建設事業 拡大事業 縮小事業

道路舗装修繕事業

68,350 61,500 6,850

公適債

橋梁長寿命化事業

59,850 32,917 26,900 33

辺地債

古見原排水路整備事業

69,300 69,300 0

緊自債

村営住宅等ストック総合改善事業

31,604 12,169 19,435

農業振興地域整備計画策定

818 818

松くい虫防除対策

24,049 5,880 6,200 11,969

一般補助施設債

農業振興対策事業

3,163 3,163

消費喚起による地域経済の活性化

48,461 48,461

農地保全の推進

61 30 31

森林経営管理制度の推進

662 662

観光ビジョンの推進

23,595 762 22,833

観光施設維持管理事業（ハード整備）

5,250 5,250

農業関連事務電子化の推進

1,416 1,416 0

農林連携によるゼロカーボン事業の推進

66 66

小学校給食費無償化事業 

11,590 11,590

高校生通学支援事業

5,000 5,000

2 100 令和元年度からの松くい虫被害増に対し伐倒駆除、樹種転換などを
行い、今後の被害低減を図る。

産
業
振
興
課

2 3 3 7 1 2 104 コロナ禍で影響を受けている村内事業者を支援するため、地域活性
化商品券の発行や住宅リフォームの補助を行い、地場産業の活性化
を図る。

産
業
振
興
課

2 3

建
設
環
境
課

3 7 1 8 2 1 110 大雨の際に、雨水が排水路からあふれ、周辺の農地に流入している
箇所を整備し、農作物の被害を防ぐ。

建
設
環
境
課

3 7 1 8 2 1 110 従来の対症療法的な維持管理を続けた場合、費用が増大していくこ
とが懸念されるため、損傷が拡大する前の予防的対策を実施する。

1 110
同上

建
設
環
境
課

3 7 1 8 2

建
設
環
境
課

1 2 1 8 4 1 112 従来の対症療法的な維持管理を続けた場合、費用が増大していくこ
とが懸念されるため、損傷が拡大する前の予防的対策を実施する。

3 94
総合見直しを行い、優良農地の確保を図る。

産
業
振
興
課

2 3 1 6 1 3

産
業
振
興
課

2 3 1 6 1

94 急激に変化している農業環境と直面する課題に対して、関係者・団
体と一丸となって対応していくために農業ビジョンを策定し、ビ
ジョンに基づき農業振興を図る。

産
業
振
興
課

2 3 2 6 2

1 6 1 3 94 人口減少により農業者の高齢化、減少が進むため、農地を効率的に
利用し、品質の高い農産物を多量に収穫できるように、農地保全や
農地の集積・集約化に取り組む。

2 100 未整備森林（私有林）の整備意向の集約化、整備の指針を策定する
ことで、今後進める森林整備を計画的に実施し、朝日村の未整備森
林の整備推進を図る。

120 村外へ遠距離通学をする高校生を持つ家庭を対象に、通学費の補助
を行い、子育て世帯の経済負担の軽減を図る。

94 SDGs、ゼロカーボンへの取り組みの一環として、朝日村の豊富な森
林資源を活用した木質バイオマス発電と、それを利用した農業の実
現可能性を研究する。

2 6 1

104 朝日村の魅力発信のため、イベント開催・情報発信等、観光協会及
び指定管理者と連携した観光振興を推進する。

3 126

教
育
委
員
会

1 1 2 10 1 2

産
業
振
興
課

2 3 2 6 2

3

産
業
振
興
課

1 2 2 7 1 3

産
業
振
興
課

2 3

教
育
委
員
会

1 1 2 10 2

産
業
振
興
課

1 2 2 7 1 3 106
安心・安全な施設利用および長寿命化のための施設整備。

産
業
振
興
課

2 3 1 7 1 3 94 eMAFFの導入と農地台帳との連携、農業委員会の調査業務における
タブレット端末の導入など、各種事務の電子化を進める。

0歳から18歳までの子供を持つ子育て世代への切れ目ない支援対策
の一環として、小学生を持つ保護者への経済支援を行い、子育てし
やすい環境づくりを図る。

新

建

建

建

新

新

新

新 建

重

重

重

重

重

重

重

重

重



凡例

◎一般会計 　　
事業名

款 項 目 P 事業内容
国・県
支出金

地方債
その他

特定財源
一般財源

令和４年度当初予算　主な事業一覧
（単位：千円）

主
管
課

基
本
戦
略

重
点
目
標

主
要
施
策

予算書 　事業費

重 新 拡 縮建重点ﾃｰﾏ 新規事業 建設事業 拡大事業 縮小事業

小学校プール長寿命化改修工事

93,500 84,100 9,400

公適債

公民館事業の見直し

90 90

縄文むら公園リニューアル事業

5,245 5,245

コミュニティ・スクールの推進

1,146 1,146

病児病後児保育事業

128 11 117

子育てサポーターによる支援活動

187 187

中央公民館駐車場舗装工事

6,840 6,840

トレセン改修工事設計業務

3,960 3,500 460

公適債

建物長寿命化に伴う劣化度調査

2,321 2,321

家庭総合支援拠点設置

0 0

教
育
委
員
会

4 ー 4 10 5 2 140
公共施設個別施設計画に基づいた長寿命化改修。

2 1 122
公共施設個別施設計画に基づいた長寿命化改修。

1 128 生活様式の変化や、コロナ禍で大きく変わった環境を背景に、公民
館事業の大幅な見直しを、アンケートをもとに検討する。

教
育
委
員
会

1 1 2 10 4 5

教
育
委
員
会

2 4 2 10 4

136 子どもたちを安全に遊ばせることのできる、子育て世代の交流の場
として縄文むら公園を整備する。

教
育
委
員
会

2 4 1 10 2 1 121 文科省型のコミュニティ・スクールを開始し、学校運営協議会を設
置する。学校と地域が一緒に学校運営をする仕組みづくりを推進す
る。

教
育
委
員
会

1 1 2 3 2 1 74 子どもが病気の際に、仕事の都合等で家庭での保育ができない場合
に、松本市の病児保育事業を利用することで子どもの預け先を確保
し、多様な保育ニーズの対応を図る。

3 74 地域の住民とふれあい交流をすることにより、人や地域への愛着形
成を促し、特色ある支援者による体験活動を通して、子どもたちの
豊かな感性や成長を促す。

教
育
委
員
会

4 - 4 10 4 2

教
育
委
員
会

1 1 2 3 2

130 砂埃や降雨時の水たまりなどの対策として、舗装工事を実施し、施
設利用者の利便性向上を図る。

4 78 長寿命化に伴う改修等適切な時期や内容をについて確認するため劣
化度調査を行う。

- 国からの設置要請に伴い、要支援児童、要保護児童等のよりリスク
の高い児童に対応する子ども家庭総合支援拠点を設置する。

教
育
委
員
会

1 1 2 - - -

教
育
委
員
会

1 1 2 3 2

教
育
委
員
会

2 4 1 10

新

新

新

新

新

新

建

建

新 建

重

重

重

重

重



◎国民健康保険特別会計
事業名

款 項 目 P 事業内容
国・県
支出金

地方債
その他

特定財源
一般財源

特定健診事業

4,761 1,449 3,312

◎介護保険特別会計
一般介護予防事業

4,736 1,658 2,054 1,024

認知症総合支援事業

2,857 2,240 575 42

◎後期高齢者医療特別会計
後期高齢者医療広域連合会納付金

51,103 13,713 37,390

◎あさひプライムスキー場事業会計
施設管理費

12,089 12,089

元利償還金

612 612

◎簡易水道事業会計
大尾沢浄水場建設工事

138,000 26,977 103,000 8,023

辺地・簡水債

◎下水道事業会計
下水道ストックマネジメント計画策定事業

24,000 11,500 12,500

令和４年度当初予算　主な事業一覧
（単位：千円）

主
管
課

基
本
戦
略

重
点
目
標

主
要
施
策

予算書 　事業費

住
民
福
祉
課

3 6 1 5

5

7

1 2-16 日々の健康管理・生活習慣予防、改善を図る。病気の早期発見・早
期治療により重症化を予防する。

1

1 3-22 健康寿命を延ばし、かつ介護給付費を縮減することを目指し、介護
予防事業の推進を図る。

認知症になっても安心して暮らしていける地域づくりを強化し、介
護給付費縮減につなげる。

住
民
福
祉
課

4 2 1 2

竣工から40年以上が経過した、大尾沢浄水場の改良および耐震化工
事を実施する。

4-10
保険料負担金

3-26

6-19

搬器・降雪機器等点検、リフト施設等修繕

-

1

1

1 5-10

1

1

4

7

1

2

-

5

2

1

1

2 2 2

住
民
福
祉
課

4 3

建
設
環
境
課

3 7

2 5

住
民
福
祉
課

産
業
振
興
課

1

1 7-18 下水処理場および管渠設備の長寿命化を図るため、ストックマネジ
メント計画を策定する。

産
業
振
興
課

1 2

1 1

2 1

1

4

建
設
環
境
課

3

5-10
既発債の元利償還金

建 重

重


